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平成29年6月2日

国立研究開発法人 宇宙航空研究開発機構（JAXA)

第一宇宙技術部門 衛星利用運用センター

衛星を利用した防災への取り組み



JAXAにおける宇宙利用の推進

○イノベーション創出への対応

○我が国全体としての研究開発成果

の最大化

JAXAの位置づけの明確化

「政府全体の宇宙開発利用を技術で支える中核的実施機関」（宇宙基本計画）

○新「宇宙基本計画」 （平成27年1月制定）

○新成長戦略＆骨太の方針

○国家安全保障戦略

○科学技術ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ総合戦略

宇宙安全保障の確保宇宙政策の目標 民生分野の宇宙利用推進 産業・科学技術基盤の強化

基本政策における宇宙の重要性が増大
国立研究開発法人への移行

（平成27年4月）

技術の

発展・先導

社会への

価値提供

民生分野における宇宙利用の推進 （宇宙基本計画抜粋）

○宇宙を活用した地球規模課題の解決と安全・安心で豊かな社会の実現

我が国が保有する測位衛星、通信・放送衛星、リモートセンシング衛星等の各種の宇宙システムを活用し、国際社会との

協力の下、エネルギー、気候変動、環境、食糧等の各種地球規模課題の解決に貢献するとともに、地震・津波・火山噴火・

台風・竜巻・集中豪雨等の大規模災害及び大事故等への対応等に役立てることにより国土強靱化を推進し、我が国の国

民生活の向上に貢献する。

事業環境の変化

政策の転換
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人工衛星の利用分野（３大利用分野）

通信・放送衛星測位衛星気象・地球観測衛星

測位・航法地球（気象含む）の観測 通信・放送

・防災 （火山、地震、

地すべり、河川氾濫）

・環境 （温暖化対策、、

環境変化把握）

・地図作成

・海洋（船舶含む）把握

・土木インフラの変状把握

・測位応用利用

-自動運転支援

-精密農機運転支援

-地殻変動監視

・災害対応

-安否情報の放送

・次世代の測位技術の

研究開発

・災害時の地上回線の

補完

・新たな商業通信衛星

市場の確保（産業振興）

・光通信技術の応用利用

今

後

目

指

す

研

究

開

発

・

利

用

例
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「だいち2号」（ALOS-2）防災利用での活用状況
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「だいち2号」 平成26年5月に打ち上げたレーダ搭載衛星

特徴： ・夜間・悪天候時に被災域の観測ができる

・繰り返しの観測ができる (1日1回程度)

・広域での観測ができる (50km幅で南北方向に帯状に連続観測)

・数ｃｍオーダでの地表面変動を面的に把握できる

No. 災害種別 利用用途

災害対応

フェーズ

主要利用ユーザ 活用状況 活用実績例 解析/判読機関（現状）

1 火山災害

活火山の地殻変動（貫入マグマ推

定）の監視

発災時

予防

気象庁

（火山噴火予知連）

◎

箱根山（箱根町での入山制限）

桜島（噴火警戒レベル判断）

西之島（定期観測、警戒レベル判断）

重点活火山の定期監視

火山噴火予知連/衛星解

析グループ（火山WG)

2

噴火時の状況把握（降灰・火砕流範

囲）

発災時 国交省 〇 口永良部島 同上

3 活火山の火口底等形状変形の監視 予防

気象庁

（火山噴火予知連）

〇 桜島（定期観測） 同上

4 地震災害 地殻変動・地形変化の把握 発災時

地理院

（地震予知連）

◎ 熊本地震（断層、地割れ）

地震予知連/地震SAR解析

WG(地震WG)

5

建物崩壊の状況把握（被害域の面的

情報）

発災時 内閣府、自治体 △ JAXA（大規模WGを含む）

6 土砂災害の把握→（風水害参照）

7 津波浸水域の把握→（風水害参照）

8 風水害 大規模崩落・河道閉塞の状況把握 発災時 国交省、自治体 〇

平成28年4月熊本地震

（平成28年台風10号）

国総研、JAXA（土砂WGを

含む)

(→地方整備局:検討中）

9 降雨時の土砂災害域の点検 予防 国交省、自治体 〇 平成28年4月熊本地震以降 JAXA

10

地すべり個所の定期監視（危険度予

測）

予防 国交省、自治体 △ 国総研、地理院

11 浸水域の状況把握 発災時 国交省、自治体 〇

平成27年関東・東北豪雨

（平成28年台風9，10号）

JAXA(水害WG、大規模WG

を含む)

備考 災害対応フェーズ：　予防→発災時→復興・復旧

活用状況：　◎：定常利用、実利用相当、〇：利用実証、△：利用研究

土砂・水害・大規模WG：　JAXA事務局のWGで、研究機関や大学など、解析/判読可能なメンバを招集

JAXAが力を入れて取り組んでいるもの

ユーザ主体で利用しているもの



ALOS-2による災害監視（火山・地震）

地震

平成23年までは観測・解析に数週間要したが、

平成26年からは、国内の地震発生後72時間以内

に観測し、地殻変動解析を実施

地震メカニズム解明の他、

①地震が阿蘇山へ与えた影響の議論、

②割れ残りによる余震の可能性の評価、

③温泉枯渇の原因究明と復旧に活用された。

火山の監視・把握

平成23年までに技術を実証し、平成26年から

国土地理院が日本の50活火山を常時監視中。

平成32年から国内全ての活火山(110)を監視予定

2016/04/15 - 2016/04/29
主要な活断層

2016/4/16
M7.3

阿蘇山

①

②

③
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利用中

【桜島火山】

衛星を活用することで、

地殻変動および地下の

マグマだまりの状況が

推定可能になり、住民

避難地域の範囲設定な

らびに噴火警戒レベル

の変更判断材料として

専門家が活用し、住民

活動に直結する情報と

して活用

【噴火警戒レベル4→3】



ALOS-2による災害監視（河川氾濫）

水災害（洪水）の監視・把握

• 関東・東北豪雨による常総市の洪水を国交省の要請に応じてALOS-2で9日間継続的に観測（2015/9/10～19）

• 浸水域を抽出し、国土交通省の統合災害情報システム（DiMAPS）経由で省内および地方整備局に情報共有され、

日々の浸水域の把握での利用可能性を評価した。同省では、排水ポンプ車の配置・運用において、既存手段で情

報を得られない、夜間や悪天候時に有効との評価が示された。

• この実績により、水管理・国土保全局河川計画課は、水害時の浸水域の把握のため、ALOS-2の実証を進めること

とし、全国の直轄河川の危険箇所の位置情報を省内、地方整備局、JAXAで共有することになった。
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実証中

2時期RGBカラー合成画像

（だいち防災WEB 掲載画像）

堤防決壊前の9/10 11:42観測に比較し、決壊後の9/11 22:56観測では決壊地点の東

南側に赤色範囲（浸水域と推定）が拡大。9/13 23:37観測では赤色範囲が縮小してい

るのが確認できる。

国土地理院9月12日15:30時点での浸水範囲

9/10昼 9/11夜 9/13夜

越流地点 越流地点

破堤地点

越流地点

破堤地点
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図１ 広い観測幅（航空機との比較）

左； 東日本大震災時の航空機撮影域（ﾊｯﾁﾝｸﾞ部分 ）
＊１

右； 東日本大震災時のALOSの光学センサの観測域（先進光学

衛星と同じ観測幅70km）
＊１ 出典：国土地理院

図２ 高分解能（ALOSとの比較）

東日本大震災時の国道45号橋崩落の判読

左；ALOSの画像(パンクロ: 2.5m カラー: 10m)

右；先進光学衛星シミュレーション（分解能0.8m）画像

震災時、分解能が低いALOSでは道路の通行可否が

確認できなかった経験を活かし、先進光学衛星では

一車線の道路も判読可能な1m分解能を計画。緊急

車両のアクセスルートの検討等に資することが期待

される。

先進光学衛星(平成32年度打上げ予定の高分解能衛星)の広い観測幅及び高分解能の効果

災害時の被害全貌の把握

(c)国土地理院

１回の観測域

(c)JAXA(c)JAXA

研究中

航空機による空中写真と比較し、広範囲に渡る被

災域の全体像を効率的に観測

・東日本大震災時に複数の航空機で2日以上かかっ

た撮影地域を1回の観測で撮像。

広い観測幅:(航空機と衛星の比較) 高分解能: (ALOSと先進光学衛星の比較)
【災害時】平時と発災後の比較により被害全貌を把握し、迅速な災害対応に貢献する

【平時】 広い観測幅により、平時の画像を頻度良く更新



参考：浸水域・土砂移動推定箇所のための観測機会
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＜観測機会＞

・浸水域：18回/14日間 (○＝12回、△＝6回)
・土砂移動推定箇所：16回/14日間 (○＝9回、△＝3回、▲＝4回)
⇒浸水域・土砂移動推定箇所の撮影機会として、3日に３～４回程度の撮影機会がある。

浸水域・土砂移動推定箇所のためのALOS-2観測機会 （徳島県徳島市）

ALOS-2観測周期：14日、観測場所：徳島県徳島市

DAY

昼 夜 昼 夜 昼 夜 昼 夜 昼 夜 昼 夜 昼 夜

浸水域 ○ ○ △ △ ○ ○ △ ○ ○

土砂移動推定箇所 ○ ○ ▲ ▲ ○ ○ △ ○

観測時間 13:06 23:58 11:50 0:18 12:11 23:03 12:31 23:23 12:52 23:44 11:36 0:05 11:57 0:25

参考（ビーム） U4-19 R U2-7 R U3-14 R U4-17 R U1-04 L U4-15 L U1-2 L U2-6 R U3-12 L U1-1 R U5-20 R U3-10 R U3-10 R U5-20 R

DAY 1  DAY 2 DAY 3 DAY 4 DAY 5 DAY 6  DAY 7

DAY

昼 夜 昼 夜 昼 夜 昼 夜 昼 夜 昼 夜 昼 夜

浸水域 △ ○ ○ △ △ ○ ○ ○ ○

土砂移動推定箇所 △ ○ ▲ ▲ △ ○ ○ ○

観測時間 12:18 23:09 12:38 23:30 12:59 23:51 11:43 0:11 12:04 22:56 23:16 12:45

参考（ビーム） U1-1 L U3-12 R U2-6 L U1-3 L U4-15 L U1-04 R U4-17 R U3-13 R U2-7 R U4-19 L U2-9 L U2-9 L

DAY 13 DAY 14DAY 8 DAY 9 DAY 10 DAY 11 DAY 12

・浸水域の観測機会：

○＝浸水抽出に適した観測条件（ビーム：U2-6~U3-14）で撮影する機会がある

△＝天候に依存するがマニュアル判読可能な観測条件（ビーム：U1-1~U1-5）で撮影する機会がある

・土砂移動推定箇所の観測機会：

○＝土砂抽出に適した観測条件（ビーム：U2-6~U3-14、アーカイブ有）で撮影する機会がある

△＝マニュアルで判読が可能な観測条件（ビーム： U2-6~U3-14、アーカイブ無）で撮影する機会がある

▲＝観測条件は悪いが、マニュアルで土砂移動推定箇所の判読ができる可能性がある観測条件（ビーム：U4-15~U4-17、アーカイブ無）で撮影する機会がある

※但し、それぞれの観測条件で抽出あるいは判読可能な災害域の条件（特に土砂移動推定箇所の斜面方向等）が異なる
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国交省との連携



（１）防災基本計画［平成29年4月11日中央防災会議決定］
２ 情報の収集・連絡及び応急体制の整備関係

(1) 情報の収集・連絡体制の整備

○国〔内閣府，警察庁，消防庁，防衛省，国土交通省，海上保安庁，文部科学省等〕及び

地方公共団体は，機動的な情報収集活動を行うため，必要に応じ航空機，巡視船，車両，

人工衛星等の多様な情報収集手段を活用できる体制を整備するとともに，ヘリコプターテ

レビシステム，ヘリコプター衛星通信システム（ヘリサット），固定カメラ等による画像情報

の収集・連絡システムの整備を推進するものとする。

（２）南海トラフ地震防災対策推進基本計画 平成２６年３月２８日 中央防災会議

第２章 南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する基本的方針

第３節 超広域にわたる被害への対応

○また、発災直後、超広域にわたる被害の全体像を速やかに把握し、的確な応急活動を展

開するため、国は、航空写真や衛星写真から概略の被災状況を把握する。

政策文書での位置づけ
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ALOS-2

南海トラフなど巨大地震時に向けた取組み

南海トラフなど巨大地震時は、広域な被災状況を迅速に把握するため、人工衛星やSAR観測技術

等を活用した緊急調査を実施する旨が政府及び国交省防災計画書に記載されている。

レーダ衛星群

取組み① 海外衛星との共同観測(FY29以降）

海外ﾚｰﾀﾞ衛星：南海トラフ域を3-4日で把握

海外光学衛星：重要施設の詳細状況把握

⇒枠組みの構築、共同観測立案システム開発（～FY29）

取組み② 次期衛星開発での巨大地震対応(FY32以降）

先進ﾚｰﾀﾞ衛星：南海トラフ域を1～3日で把握

先進光学衛星：南海トラフ域を1回で観測

⇒衛星開発中（FY32に打上げ予定）

ALOS-2及び海外ﾚｰﾀﾞ衛星よる観測シミュレーション

TerraSAR-X
RADARSAT-2

COSMO-SkyMed（4機）

光学衛星群

WorldView-1,2,3

GeoEye

SPOT-6,7

Pleiades-1A,1B

Rapideye 等
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本省災害対策室

国交省GIS

地方整備局/測量

部

地方整備局/測量

部

国土地理院

SIP防災科研GIS
自治体GIS 地域拠点GIS

国交省・地方整備局への衛星

プロダクトの配信・利用促進

自治体GISシステムへの衛星プロダク

トオンライン配信及び利用促進

G空間PFG空間PF

市町村・県に対する、GISプラット

フォームの提供、衛星プロダクトの活

用推進、教育/ 普及

政府機関GIS

内閣府防災、内閣官房等

統合災害情報

システム

統合災害情報

システム

防災WEB

 次期災害速報処理

 ファイルサーバ

 GISサーバ・ポータル

統合災害情報システムとの

連携を実証中（FY27/9開始）

政府GISシステムへの衛星プロダ

クトオンライン配信及び利用促進

府省庁連携防災

情報共有システム

府省庁連携防災

情報共有システム

「ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄな防災・減災機能の強化」にて政府

系GISの連携、自治体GISとの連携、衛星プ

ロダクトの配信

徳島県 岩手県

三重県

九州大学九州地理空間情報

ポータルとの連携を実証中

九州大学 中部大学

山口大学

徳島県災害時情報共有シ

ステムとの連携を実験中

SIP/ALOS-2災害情報抽

出システム開発を担当

FY26-30研究開発

消防庁GIS

消防庁

消防庁GISシステムへの衛星プロ

ダクトオンライン配信及び利用促進

D-NET2システムD-NET2システム

D-NETS2との

連携を準備中

衛星プロダクト提供・災害情報の相互共有を目的に、政府・自治

体等防災機関の災害情報システムとの連携を順次拡大中

（赤字は現行、システム連携を実証中のも

の）

注：SIP開発中の府省庁連携防災システムが社会実装されれば、本システム

経由で政府・自治体GISとの連携が図れ、衛星プロダクト提供が可能

防災機関の災害情報システムとの連携への取り組み


